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 畜産経営災害総合対策緊急支援事業（うち肉用牛経営災害緊急支援対策事業）の詳細 
【１経営継続支援対策】 

事業内容 交付対象経費 交付額 

１－（１） 

 牛舎、飼養管理の附帯施設・

機械の補改修 

 

 

牛舎等の損壊等あるいは緊急

的な家畜の避難に伴う牛舎、飼

養管理のための附帯施設・機械

の補改修等。 

【交付対象経費】 

・既存牛舎、飼養管理のための附帯施設・機械の補改修に係る経費（資材費、修繕費（工

賃を含むいわゆる『工事費用』）、土砂・がれき等の撤去費・運搬費）が補助対象。 

・飼養管理の附帯施設・機械とは、以下のものを指す。 

 

附帯施設：「家畜排せつ物処理施設」「飼料保管庫・タンク」「電気・水道設備」など 

機械：扇風機（インバーター含む）、自動給餌器など 

 

・全損した機械の場合、修理費用と導入費用（代替品は新品も可）とを比べ、修理費用が

安い場合は対象とする。 

・採択基準は別記のとおり（基準は「資材費」のみであり、工事費用は現状復帰が上限）。 

・資産価値が増大する場合（規模拡大、機能向上等）は補助対象外。 

・既に補改修等を実施している場合、以下の書類を整備保管することで対象となる（ただ

し自力復旧した場合の工賃等は対象外）。 

 

  ①被災写真等 

  ②図面等（施設の面積がわかる書類） 

  ③補改修に要した経費を証する書類（見積書、発注書、納品書、請求書、領収書等） 

  ④補改修が年度内に完了したことを確認できる書類（業者の納品書、完成写真とそ

の撮影日の記録等）別紙参照 

  ⑤市町村等が発行するり災証明書又はそれに準ずる証明書 

  ⑥代替品（50万円以上）の導入では、貸付契約が必要。 

 

【取得物の取り扱い】 

・導入する代替品の単品又は１セット（※2）の価格が 50万円以上の場合は、生産者集団等

（※3）として会計処理を行う必要があり（所有者は生産者集団等となる。）、生産者集団

等は管理利用規定を設け、管理運用を構成員に行わせる場合は当該構成員と貸付契約を

締結する必要がある。 

・50万円未満の場合及び補改修の場合は、当該構成員の所有物で可（貸付契約不要）。 

 

【要件その他】 

・「畜産業振興事業の実施について」に基づき「コスト分析資料」（※4）の作成が必要。 

・事業参加する畜産経営体は、配合飼料価格安定制度との契約締結状況が確認できること。 

・取得価格又は効用の増加額(消費税含まない)が 50 万円を超える場合、整備が完了した年

度の翌年度から 5年間「運営状況報告書」の提出が必要。 

事業費の１/２以内 

 
区分 採択基準（税抜） 

牛舎・機

械・施設 

補改修 

資材費単価 

 1 万円/㎡以下(※1) 

 

修繕費（いわゆる工事

費（工賃含む））は現状

復帰までが上限。 

 
（※1） 

資材費のみ（工賃、土砂・がれき

等の撤去費、運搬費は含まない）

の単価 
 

（※2） 

「セット」とは、複数の装置で機

能を発揮するもののことを指す

（例 扇風機とインバーター） 
 

（※3） 

「生産者集団等」とは、本事業で

は「3戸以上の肉用牛生産者から

構成される生産者集団、農協、農

協連、一般社団法人等」を指す。 

 

 

 
（※4） 

「コスト分析資料」では、生産者

集団等における生産性向上計画

を作成し、施設の計画上での位

置づけの明確化及び「飼料自給

率向上計画」の作成が必要。 

  

（別紙２） 
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 肉用牛経営安定対策補完事業（うち災害緊急支援対策事業）の詳細 
【１経営継続支援対策】 

事業内容 交付対象経費 交付額 

１－（２） 

 簡易牛舎等の整備等 

 

 

牛舎の損壊等あるいは緊急的

な避難に伴う簡易牛舎等の整

備及び既存牛舎を増築に要す

る経費の支給。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（※1） 

飼料保管庫や堆肥舎のみの整備は

不可。 

ただし損壊牛舎が飼料保管庫等の

機能を併せて有していた場合には

原状復帰あるいは簡易牛舎整備と

併せた飼料保管庫等の別棟での整

備（既存施設規模まで）が可能。 

【交付対象経費】 

・以下の事象への復旧に要する経費（資材費、工事費用（工賃を含む））が補助対象となる。 

既存牛舎の損壊等あるいは緊急的な家畜の避難に伴う簡易牛舎の整備。（※1） 

これに伴う器具（スタンチョン、ウォーターカップ等）機械（換気扇、インバ

ータ等）の導入も含む 

避難家畜を収容するために既存牛舎を増築する場合の資材支給。 

 

・採択基準は別記のとおり 

基準は「資材費」「工事費用」合計であり、現状復帰（被災した牛舎と同種、同規

模、同機能のものを整備）までが上限。 

 

・既に整備等を実施している場合、以下の書類を整備保管することで対象となる（ただし

自力復旧した場合の工賃等は対象外）。 

  ①被災写真等 

  ②図面等（施設の面積がわかる書類） 

  ③整備に要した経費を証する書類（見積書、発注書、納品書、請求書、領収書等） 

  ④整備が年度内に完了したことを確認できる書類（業者の納品書、完成写真とその

撮影日の記録等）別紙参照 

  ⑤市町村等が発行するり災証明書又はそれに準ずる証明書 

  ⑥生産者集団等との貸付契約が必要。 

 

【取得物の取り扱い】 

・簡易牛舎等の整備の場合は、生産者集団等（※2）として会計処理を行う必要があり（所有

者は生産者集団等となる。）、生産者集団等は管理利用規定を設け、管理運用を構成員に

行わせる場合は当該構成員と貸付契約を締結する必要がある。 

・既存牛舎増築に係る資材支給の場合は、当該構成員の所有物で可（貸付契約不要）。 

 

【要件その他】 

・「畜産業振興事業の実施について」に基づき「コスト分析資料」（※3）の作成が必要。 

・構成員は、配合飼料価格安定制度との契約締結状況が確認できること。 

・取得価格又は効用の増加額(消費税含まない)が 50 万円を超える場合、整備が完了した年

度の翌年度から 5年間「運営状況報告書」の提出が必要。 

事業費の１/２以内 
区分 採択基準（税抜） 

簡易 

牛舎 

施設面積（1棟当り） 

  木造又はﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ 

：500 ㎡以下 

鉄骨：200 ㎡以下 

 

施設面積（規模当り） 

被災時に飼養してい

た牛 1頭当り 

  13 ㎡以下(※4) 

 

面積当たり単価 

 2 万円/㎡以下 

特認単価(※5) 

  2.3 万円/㎡以下 

 
 

（※2） 

「生産者集団等」とは、本事業で

は「3 戸以上の肉用牛生産者から

構成される生産者集団、農協、農

協連、一般社団法人等」を指す。 
 

（※3） 

「コスト分析資料」では、生産者

集団等における生産性向上計画

を作成し、施設の計画上での位置

づけの明確化及び「飼料自給率向

上計画」の作成が必要。 
 

（※4） 

通路等飼養ｽﾍﾟｰｽ以外の面積も

含む 

 

（※5） 地域の実情等やむを得な

い事由により基準単価（2万円/㎡

以下）を超えて施工する必要があ

るとして知事との協議を経て機

構理事長が認めた場合は、特認単

価を適用。 

  

（別紙２） 
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 肉用牛経営安定対策補完事業（うち災害緊急支援対策事業）の詳細 
【１経営継続支援対策】 

 

事業内容 交付対象経費 交付額 

１－（３） 

 緊急避難等支援 

牛舎等の損壊等による緊急的な避難に伴う、家畜の輸送及び飼料等の輸送、管理委託。 

 

【交付対象経費】 

・家畜・飼料の輸送、管理委託に要する経費が補助対象。 

・預託支援に 1 日当たりの上限額はないが、輸送会社の輸送基準や肉用牛ヘルパー組合の

輸送費根拠等を用いた金額の根拠となる証拠書類の整備・保管が必要。 

・飼料を共同の一時保管施設に避難させた場合、輸送費用及び保管費用とも補助対象。 

・公共牧場や農協直営牧場等に避難させた場合、輸送費用及び管理委託費用ともに補助対

象。（契約必須） 

 

・既に緊急避難を実施している場合、輸送業者については輸送に係る経費が発生するので、

当該輸送に係る営業許可を受けている者であるか確認する必要があるとともに、以下の

書類を整備保管が必要。 

  ①災害写真（避難の必要性を証する写真等） 

  ②市町村等が発行するり災証明書又はそれに準ずる証明書 

  ③輸送会社の輸送基準や金額の根拠となる証拠書類 

 

 

 

 

【要件その他】 

・事業参加する畜産経営体は、配合飼料価格安定制度との契約締結状況が確認できること。 

 

事業費の１／２以内 
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 肉用牛経営安定対策補完事業（うち災害緊急支援対策事業）の詳細 
【１経営継続支援対策】 
 

事業内容 交付要件等 交付対象 

１－（４） 

 

 繁殖に供する雌牛の導入支

援 

 

 

＜交付対象品種＞ 

黒毛和種 ○ 

褐毛和種 ○ 

日本短角和種 ○ 

無角和種 ○ 

その他肉専 ○ 

交雑種(乳×肉専) × 

対象：○ 非対象：× 

牛舎の損壊等により死亡、廃用又はやむを得ず売却した繁殖雌牛に代わる繁殖に供する雌

牛の導入 

 

 

【交付対象牛の要件】 

・国又は機構の事業において、繁殖雌牛の導入、保留及び増頭に係る補助金の交付を受

けていないこと。 

・農林水産大臣の承認を受けた登録団体（「全国和牛登録協会」「日本あか牛登録協会」

「日本短角種登録協会」）が行う登録又は登記を受けた肉専用種の繁殖雌牛。 

・死亡した雌牛が若齢の場合、同牛が授精証明書等により繁殖に供していた事実確認が

できる育成牛である場合のみ補助対象（月齢の制限は無し）。 

・自家保留は補助対象外。（市場等から導入した雌牛のみ対象） 

 

 

 

【交付対象牛の管理】 

・生産者集団等（※1）が購入する繁殖雌牛は、次のいずれかにより飼養（※2）。 

①一定期間、生産者集団等自らが飼養すること。 

②一定期間、対象となる災害のり災証明を受けた経営体に対し貸し付けること。 

 

「一定期間」とは、以下の期間又は雌牛の購入後生産された産子の枝肉成績が得られ

る時点までのいずれか短い期間。 

 雌子牛(満 6～12 ヶ月齢未満)の場合・・・購入後おおむね 42 ヶ月間 

 成雌牛の場合          ・・・購入後おおむね 36ヶ月間 

 

【貸付対象者の要件】 

・環境規範に基づく農業生産活動の実施。 

・配合飼料価格安定制度との契約締結状況が確認できること。 

事業費の１／２以内 

ただし以下の額が上限 

 
区分 上限額（税抜） 

妊娠牛  27.5 万円/頭 

その他雌牛  17.5 万円/頭 

 

 

 

 

（※1） 

「生産者集団等」とは、本事業で

は「3 戸以上の肉用牛生産者から

構成される生産者集団、農協、農

協連、一般社団法人等」を指す。 
 

（※2） 

・期間内に事故等があった場合は

事業実施団体等及び畜産会を通

じ農畜産業振興機構への届出が

必要。 

・農畜産業振興機構の承認を得る

ことなく処分（肥育仕向け）した

場合は奨励金相当額の返還を求

められることがある。 
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 肉用牛経営安定対策補完事業（うち災害緊急支援対策事業）の詳細 
【１経営継続支援対策】 

 

事業内容 交付対象経費 交付額 

１－（５） 

 電力確保支援 

 

停電が生じた地域において、肉用牛経営に必要な電力確保のための発電機の借上げ、運

搬及び設置工事に係る経費の補助。 

 

【交付対象経費】 

・借上げ、運搬及び設置工事に要する経費。 

・停電復旧後、肉用牛生産者の都合等により生じる借上げ料等は補助対象とはらない。（や

むを得ない場合はこの限りではない。）（※1）。 

・発電機の購入に係る費用は補助対象ではないが、これに係る運搬及び設置工事に係る経

費は補助対象とすることが可能。 

 

【要件その他】 

・事業対象災害による停電が生じた地域や期間（停電発生日及び停電復旧日）が確認でき

る書面が必要（※2）。 

・事業参加する畜産経営体は、配合飼料価格安定制度との契約締結状況が確認できること。 

 

事業費の１／２以内 
 

 

 

（※1） 

やむを得ない場合の例 

停電していた期間が 3 日である

一方、発電機の貸出元の料金設

定上最小でも 7 日分の費用が発

生する場合、7日分の経費に係る

補助金を申請することは可能。 

 

（※2） 

停電の事実が客観的に確認でき

るものであれば、必ずしも市町村

から交付を受けた書面である必

要はなく、市町村の web ページの

印刷物の他、電力会社から交付さ

れた書面等でも可。 
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 肉用牛経営安定対策補完事業（うち災害緊急支援対策事業）の詳細 
【２非常用電源の整備等】 

 

事業内容 交付対象経費 交付額 

２－（１）、（２） 

 非常用電源の整備等 

 

 

 

生産者集団等が災害等による停電時における畜産経営体の経営継続のため、家畜の生命

維持に要する機械（※1）の稼働のための取組を実施するのに要する経費を補助。 

 

【対象となる取組】 

（１）非常用電源の整備 

（２）非常用電源をリース事業者から借り受けるのに必要なリース料の軽減 

 

【交付対象経費】 

・非常用電源の整備（非常用発電機及び発電機を使用するための接続切換器の取得費用等

並びにこれに係る工事費 （※2））、あるいは非常用電源をリース事業者から借り受ける

場合の助成で、整備費用、リース料が計上可能。 

 

 

【取得物の取り扱い】 

・生産者集団等（※3）として会計処理を行う。（所有者は生産者集団等となる。） 

・生産者集団等において、災害時における構成員の経営継続のための計画を策定すること。 

・生産者集団等は管理利用規定を設けるとともに、管理運用を構成員に行わせる場合は当

該構成員と貸付契約を締結する。 

 

【生産者集団等及び構成員の要件】 

・構成員は、配合飼料価格安定制度との契約締結状況が確認できること。 

事業費の１/２以内 
 

 

（※1） 

「家畜の生命維持に要する機械」

とは、例えば、飲水装置（汲み上

げポンプ、送水ポンプ等）、給餌

装置（自動給餌機）及び哺乳装置

（哺乳ロボット、授乳機等）等。 

 

（※2） 

1 台の発電機を複数人の構成員で

利用するために、構成員の牛舎

毎に整備する接続切替器のみや

これに係る接続切換配電工事の

みでも補助対象となる。 

 

（※3） 

「生産者集団等」とは、本事業で

は「3戸以上の肉用牛生産者から

構成される生産者団体、農協、農

協連、一般社団法人等」を指す。 

 

（別紙２） 
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 肉用牛経営安定対策補完事業（うち災害緊急支援対策事業）の詳細 

 

 

補改修等の完了が年度内であることの確認書類（例） 

 

 

畜産経営災害総合対策緊急支援事業（肉用牛経営災害緊急支援対策事業）完了確認書 

 

 

○確認対象施設※1 

畜産経営体名：【○○ ○○（生産者氏名）】 

施設名：【○○牛舎（施設が特定できる表記とすること）】 

 

 

○完成写真※2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

撮影日 令和○○年○月○日※3 

撮影者所属 ○○農業協同組合 

撮影者氏名 ○○○○ 

写真貼付欄 

※１ 交付申請書や実績報告書上の、どの施設の確認書であるかを明確にすること。 

※２ 補改修カ所が複数の場合、必要に応じて完成写真は複数枚撮影すること。 

※３ 撮影日をもって、年度内に竣工したことを示す場合、年度内に撮影すること。 

（別紙２） 


